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１ はじめに 

 

９０年代アメリカ企業が復活した背景には、新し

い「経営品質」「ベストプラクティス」「ラーニング・オ

ーガニゼーション」などのコンセプトがあるといわれ

ている。経営品質とはエンパワーされたワークフォ

ース（社員＋パートナー）によって効率的に顧客に

満足していただくことである。 

日本においても品質改善活動の歴史は古く、製

品(モノ)から始まったが今日では品質の概念が拡

大されて企業活動全体の顧客満足が企業経営に

影響を及ぼすと言う考え方が基本になってきた。

今日的意味の経営品質は顧客満足が経営の重要

なドライバーとして位置付けられ、精神論やスロー

ガンから科学へと止揚し戦略的に全社的課題とし

て取り組まれている。 

今回具体的な事例として、情報サービス産業に

あり、システムの販売からインフラの構築、システム

開発、ネットワーク構築及び保守運用サービスを

業容とする J 社を取り上げた。J 社は過去５年にわ

たり顧客満足度向上運動を展開し、定期的に顧客

満足度調査を実施し、調査データの評価分析、生

の声の収集、要求や期待を把握認識し、セール

ス・サービス活動の改善に努めている。分析は満

足度調査のデータを用いて会社全体の総合的な

満足度評価は営業部門，ＳＥ開発・構築部門、保

守サービス部門および顧客からの電話応対部門

の内，どの部門が強い相関性を持ち、さらに各部 

門評価はどの活動プロセスと相関関係を持つのか

共分散構造モデルにより分析した。 

本稿は分析結果からメッセージを考察し、併せ

てこの調査方法の限界を指摘した。当業種は一般

的にいわれる関係性パラダイムの強い典型的なビ

ジネスモデルでありソリューション満足をベースとし

たワークショップ型マーケティングであることを検証

した。さらにワークショップ型マーケティングにおい

て、セールス・サービス活動を効率的に推進する、

情報技術活用についても論じたので報告する。  

 

２．顧客満足度調査の分析 

 

調査アンケートの方法は全社顧客数約５，０００

社の３０％を無作為に抽出し、調査対象顧客として

固定、夏、冬に分、約７５０社の情報システム部門

責任者に質問表を郵送し、５段階評価をお願いし

ている。固定顧客を選定した背景は継続的に調査

することにより、改善度・評価を時系列的に測定す

る狙いのためである。今回使用した調査データは

西日本地区顧客２４５社に郵送し、回答社数は１７

７社であった。筆者は当事業会社のビジネス活動

に従事した経験があり、（当時西日本事業部責任

者）顧客へのセールス・サービス活動の実体験とリ

アルな観察をベースにして考察を論じた。 

 

２．１ 顧客満足度の分析 
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アンケート質問内容は表２．１である。 

    表 ２．１ アンケート質問表 

Ａ 営業部門 

Ａ１ お客様が必要なとき、タイムリーな訪問 

Ａ２ お客様が必要なとき、連絡が取れる体制 

Ａ３ 情報提供（業界／製品等） 

Ａ４ お客様の業界、業種、業務知識 

Ａ５ 提案力 

Ａ６ 問題解決・トラブル対応 

Ａ７ 部門総合満足度 

Ｂ ＳＥ部門 

Ｂ１ 課題解決の提案・助言 

Ｂ２ お客様に接する態度 

Ｂ３ アプリケーション開発技術 

Ｂ４ プロジェクト管理  

Ｂ５ 問題解決・トラブル対応 

Ｂ６ 部門総合満足度 

Ｃ サービス技術部門（ＣＳ）  

Ｃ１ ご依頼時の応答の速さ 

Ｃ２ お客様に接する態度 

Ｃ３ 作業にかかった時間 

Ｃ４ 作業終了時の報告 

Ｃ５ 部門総合満足度 

Ｄ 電話応対部門 

Ｄ１ 電話をかけて当社担当が出るまでの時間 

Ｄ２ お客様への言葉使い 

Ｄ３ 担当者不在時の応対 

Ｄ４ 部門総合満足度 

Ｈ１ 当社の提供しております、サービス全般につ

いて全社を総合的に評価 

 分析モデルとして顧客は接点を持つ４部門の評

価を下していると想定し、顧客の満足度評価は顧

客と接触を持つ各部門の評価に影響を受けると仮

定している。分析内容として次の通りとした。 

１）全社満足度評価はどの部門と強い相関性を持

つか。 

２）各部門満足度評価は部門内のどの活動項目と

相関性が強いか。 

分析手法はＡＭＯＳを用いた共分散構造分析を使

用し、推定方法は最尤法を用いた。 

 

２．２ 分析結果  

分析結果は表２．２、図２．１である。 

 

  表 ２．２ 分析結果 

 

部門 推定値 標準 

誤差 

検 定 統

計量 

有意 

営業 ０．５２８ ０．１３４ ３．９３９ ０．０００ 

ＳＥ ０．１９０ ０．０７８ ２．４２４ ０．０１５ 

ＣＳ ０．１５０ ０．０９４ １．５９６ ０．１１１ 

電話 ０．４７８ ０．１２９ ３．７１３ ０．０００ 

 

 

 図 ２．１ モデルの結果 
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１）全社評価は部門評価に影響し、相関している仮

説はパス係数の有意から見てＣＳ部門を除いて有

効である。 

２）係数の推定値から見ると営業、電話応対の２部
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門が十分なプラスの関係にある。営業部門との相

関が最も強い。 

３）ＳＥとの関係については弱いプラスの関係にあ

るとしかいえない。同様にＣＳとの関係については

さらに弱いプラスの関係であり、有意ともいえない。 

４）部門間相関に関しては営業、電話応対部門に

プラスの関係が見られ、営業、ＳＥ，ＣＳ部門間、及

びＳＥ、ＣＳ部門間の関係は弱い。 

次に営業部門の活動項目と部門評価との関係

については次のような結果が得られた。 

５）上位３項目はタイムリーな訪問、提案力、トラブ

ル対応であり、次いで業界知識、情報提供となっ

ている。 

６）各項目で極端な差異は見られないが活動項目

間の相関はタイムリーな訪問、連絡体制といった

「奉仕的」な部分と提案、情報提供という「提案･解

決型」に分類できる。 

 

２．３ 考察 

 

１）営業部門との相関が一番強い理由は、顧客側

のシステム企画、開発、運用の責任者は経営トッ

プ、ユーザー部門、さらに取引先まで含む経営課

題及び外部企業との情報ネットワークの解決を迫

られている。 

例えば、コスト戦略としてのサプライチェーン･マ

ネジメントの動きは製販一元化の垂直統合、部品

供給・生産面の水平協業の課題がある。一方技術

革新の激しいＩＴ活用と厳しいコスト環境下にあり、

ソリューション・プロバイダーを単なる売り手側という

よりイコールパートナーとして強い関係性を形成し

ている。この両者のやり取りを表し、嶋口３） に加筆

したのが図２．２である。長期的信頼関係の上で双

方が課題を抽出し、ソリューションを求める。単独

の力で解決できない場合は社内の適役を探し、さ

らに自社のみで解決できないときは他社のソリュー

ション、スキルパワーを組閣する。双方向で課題か

らソリューション満足域に到達するマーケティング

の形態がワークショップ型マーケティングと呼ばれ

ている。 

この業種・業態でワークショップ型マーケティン

グを実証したが、相似性の高いビジネス形態は全

く新しいビジネスモデル提案、取引先のその先の

事業構造、複数企業連合との取引、新要素技術の

応用、新素材による新しい用途と新商品開発、新

しいロジスティックス等がある。さらに顧客の販売先

の顧客満足度域まで課題を共有するワークショッ

プ型マーケティングは他社との差別化・優位のマ

ーケティングとなりうると加護野２） は指摘している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２）次いで電話応対部門の相関が強いが、当部門

は直接顧客にサービス活動にあたらない。トラブル

の発生時、対応が丁寧、トラブルに対する敏感性

と共有意識、担当者への適切な連絡などが評価さ

れていると思われる。 

 ＣＳ部門及びＳＥ部門の関係が弱い理由の一つ

図２．２ ワークショップ型マーケティングの

ＳＰ側 顧客側 

トップ、生産 

販売部門 

上位者、ＳＥ部

門、サービス部門 

アプリケーション・認識ギャップ 

未知 未知 

既知既知 

ソリューション満足 

協力会社 取引先 

出典）嶋口『顧客満足型マーケティングの構図』 

ｐ２０７ トータルソリューションへの過程として、顧

客側ユーザー部門、ＳＰ側関連部門と外部先

の取引先及び他社ソリューションプロバイダーを

加筆 
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はトラブル処理とシステムの構築・開発という定義さ

れた仕事内容の評価である。二つ目は評価者が

専門的なサービスの詳細内容まで十分把握してい

ないことによると考えられる。嶋口３） の指摘する前

者は満足度にスライドする「表層サービス」であり、

後者は相互認識の「本質サービス」の評価といえ

る。 

３）営業部門の活動項目の分析から見ると問題解

決・トラブル対応がある。この背景には複雑なＩＴ技

術を使ったシステムの運用・保守の困難さと、中小

企業にとって十分なＩＴ技術者を確保することは経

済的に許されず、営業・ＳＥに依存している証左で

ある。 

提案、情報提供の助言の評価は技術革新によ

る新製品情報をはじめ情報技術活用による新しい

ビジネスモデルの事例に関して、関心と興味を持

ち、企業内での企業革新、新しいビジネスモデル

について模索していることが伺える。 

４）調査データは顧客属性（企業規模、取引履歴、

サービスのメニュー等）及び顧客の評価者のレベ

ルに関しては全く考慮していない。さらに浅野１）は

この種のデータは心理的要因の作用が働いている

と指摘している。 

                                               

３ セールス・サービス活動のあり方 

３．１ 顧客の醸成活動 

今回の分析は顧客の属性ならびに両者の関係

属性データは除外したが現実のビジネスはこれら

の属性が要因として大きく影響している。セール

ス・サービス活動の効率性の視点からは次のような

施策・管理が必要である。 

顧客を潜在顧客、見込み顧客、一般顧客、優良

顧客に層別化する。基準は顧客の企業規模：売上

高、従業員数、アプリケーションの浸透度、過去の

自社との取引実績、過去の関係履歴等とする。 

層別マーケティングとして潜在顧客および見込

み顧客のグループ層は開発・浸透の手法としてマ

スマーケティングを選択する。手段として、ＤＭ、イ

ンタネット情報伝達（メールマガジン配信）電話訪

問を活用し、新サービスの案内だけでなくデモ、セ

ミナーの勧誘活動をする。 次いで、優良顧客層

は直接のセールス･サービス活動を通して関係性

を強め、付加価値ビジネスの拡大を図る。 

顧客層別マーケティングは効率性の追求と、優

良顧客層への醸成を目的とし、その過程管理には

二つのデータベースを必要とする。 

第１は顧客をより深く理解する業容・業歴、組織･

人事、財務情報を中心とする顧客データベースで

あり、第２はセールス･サービス活動の情報発信を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する営業日報システム、成功事例、提案事例等の

データベース、プロジェクト進捗の把握システムが

必要である。企業内部の組織効率性と顧客情報に

よる、新たな顧客価値創造を行う為に、情報共有・

蓄積をする。 

顧客層別にデータベース活用を表したのが図３．

１である。特に営業日報の情報共有化と蓄積は顧

客、提供側双方にとって、問題の早期発見、問題

認識の共有化、コミュニケーションの円滑化、早期

解決策に有効である。さらに提案サービス内容の

価値連鎖の干渉を起す。 

 

３．２ 第一線の知識装備 

満足度向上がビジネスの長期的成長と高付加

価値サービスの源泉であることを説明してきた。第

一線の営業、ＳＥ、保守サービスのフィールドフォ

潜在顧客 

見込み顧客 

一般顧客 

優良顧客 

顧客及び日報ＤＢ 

重要顧客／人間ベース 

マス／情報技術 

図３．１ 顧客の醸成活動  
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ースは日常の顧客との接触活動から問題の発見と

共有、ソリューションを求めて、ビジネスの創造がな

される。 

ここで第一線に要求されるパワーとは何かにつ

いて考える。図３．２でフィールドパワー･スキルの

要素を三次元でソリューション力、マネジメント力、

関係性力と定義する。 

 

   図３．２ フィールドのパワー･スキル 

  

 

第１軸は顧客の課題を与件とし、確かなＩＴ知識

と関連アプリケーション知識でもってタイムリーに且

つ問題解決策や他社の事例紹介を提示する、ソリ

ューション提案力が必要である。 

第２軸は問題解決のための社内の組織化、コ

ア・ソリューションの技術評価と選定及び不足する

スキルのアライアンス組閣等のマネジメント力が要

求される。 

第３軸は関係性力として、業界・顧客の経営環

境、トップの意向、そして情報システム戦略の整合

性、投資に対する経済性評価等、高度な知識と経

験が必要である。 

この三つの軸で表される体積の大きさが顧客の

満足度とビジネス自体の高付加価値化の尺度とな

る。 

 

４ 活動情報の価値連鎖 

 

セールス・サービス活動はワークショップ型マー

ケティングを展開することであると指摘し、推進する

フィールドフォースの人材要件について触れた。こ

こでは第一線から発信される営業日報によってソリ

ューション・サービスメニューが価値連鎖を起し、他

のビジネスを誘発する模様を説明する。 

 

４．１ サービスチェーンによるビジネス展開 

 

経営環境の変化と企業の成長は相互に新たな、

システムニーズを刺激誘発することが多い。また、

情報システムの構築プロジェクトは利用側のユー

ザー部門と提供側のシステム部門の共同体で行

われる。 

例えば新しいビジネス要件を満たす意思決定情

報系システムが企画された時、基幹業務システム

である、会計システム、ＣＲＭ，ＳＣＭシステムの見

直しを誘発する。基幹システムの見直しはプロセス

の見直し、事業スキームまで対象範囲となり、コン

サルティング、ＳＩ、ネットワーク等のビジネスが派生

する。 

稼動後はストックビジネスとして期待できる、メン

テナンス・サービス、アウトソースビジネスの機会も

生じる。単一のサービスからスタートしたケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

でも、企業の成長・変化に伴って処理件数が増加

し、ネットワークの再設計，機器を増設する等、連

鎖されてビジネスが図４．１のようにスパイラル状に

創造されていく。 

 

ソリューション力 

マネジメント力 

関
係
性
力 

 

図 ４．１ サービスのバリュー・チェーン 

コンサル  

パッケージ・ＳＩ開

メンテナンス・保守要員

アウトソース・派遣 

共有ＤＢ  
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このサービスのバリューチェーンの情報発信源

は営業日報システムである。この営業日報システ

ムの共有化・蓄積による、有効活用は企業内部の

効果だけでなく、市場・顧客に対しても有効性を発

揮する。 

一つは顧客のあらゆる変化･動きに関する情報

等の共有化である。この情報共有は全体最適ソリ

ューションの提案、同一認識に立った顧客とのコミ

ュニケーションを可能にし、迅速対応と適切なソリ

ューションの提案をすることが出来る。 

二つ目は顧客の問題定義とソリューション過程

のやり取りが社内データベースとして蓄積される。

学習・提案・導入経験の経緯は他の顧客への参

照・横展開の活動に積極的に活用される。 

顧客への適切な提案と確実な導入作業は顧客

満足度、信頼度を高め、さらに他の顧客への好影

響度を増幅させる。この一連のサービス活動の情

報共有化は顧客とソユーｼｮﾝ提供側の長期的関

係において信頼関係を確立し、ブランド力となり、

不動の競争優位の地位を築くことが出来る。 

 

４．２ 情報共有からナレッジマネジメントシステ

ムへ 

 

一連のセールス・サービス活動の内容はすべて

計数的に把握することは難しく、内外への報告・成

果物形式をとることが多い。この報告内容の記録

がテキスト文書として蓄積されているが、組織的情

報共有が十分でなく、有効活用に至っては個人ベ

ースにとどまっている。 

情報技術の側面ではこの膨大なドキュメントファ

イルの中から有益な情報を素早く・確実に抽出す

る技術が紹介されており、今後情報共有からナレッ

ジマネジメント化の方向に進むと考えられる。野中

４） らは数値情報の活用から情報化が進化した段

階では製品･ソリューションを媒介とする問題解決、

サービス、価値のある情報提供が市場の価値とし

て評価されると指摘している。人々や組織が作り出

す知識、知的な資産が価値の源泉であるとしてい

る。組織的知識資産活用（ナレッジマネジメント）は

価値を生み出すナレッジワーカー、知識資産の活

用によって個性的に作用する。そして情報と情報

技術によって新しい知識として融合する。その過

程を図示したものが図４．２でナレッジマネジメント

４） から知識経営の進化を表したものである。 

最初の情報蓄積・活用の段階では日々の活動

内容、提案書、内外に発信した報告書・成果物、

顧客クレーム等が情報として蓄積され、蓄積事例

は類似ケースの問題解決、対応に活用される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２段階では企業内に蓄積された知識資産を

活用してナレッジ問題を解決し、効果を追及するこ

とである。具体的には過去のノウハウを再利用した

生産性向上、成功ノウハウを他部門に移植する、

部門横断・外部ネットワークを介して共同で問題解

決・知識創造を行う、知識資産から収益を創出す

るなどである。 

第３段階では知識創造と知識資産をダイナミック

に連携させ知識ベースで事業展開を図る。具体的

情報蓄積・活用 

知識共有・活用 

知識ベース事業 

ノウハウ、アイディアのディレクトリー 

顧客とマーケティングテ

ィーム 

図４．２ ナレッジマネジメント  

出典）野中ら『知識経営のすすめ』Ｐ５６、Ｐ９７ 

を合成 
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な方法として、業務プロセスにそって、知識ベース

を提供し、生産性向上を図る。日常業務プロセス

で創出・再活用された知識を資産として整備し、そ

の知識と経験済み知識資産と新たな挑戦的内容

のソリューション・サービスを組み合わせ（融合）て、

知識サービス（複合・融合されたもの）を提案する

などである。 

このステップの中のプロセスが知識創造を育み、

進展が進み知識経営となる。現在の情報技術はこ

のすべてのプロセスをカバーできるレベルには至

っていないが情報システムと人間系と相互補完の

形で知識創造プロセスをシステム化し、顧客に対

し、高い知的価値提案をすることは可能といえる。 

 

５．終わりに 

 

今後のセールス･サービス活動のあり方は顧客

満足度調査データによる分析結果と実態の観察か

ら次の諸点を指摘したい。 

１）日常セールス･サービス活動の「顔」として                                 

役割を担っている営業部門が一番強い相関性が

ある。背景は企業を取り巻く経営環境とＩＴガバナ

ンスの複雑化･高度化にある。トップ層、ユーザー

部門のビジネス要件とシステム要件が厳しいことに

加え、ＩＴ技術革新とコスト制約条件の下で、第一

線営業と強い関係性の絆で最適なソリューションを

追求している。 

２）調査データは評価者、顧客、取引履歴等の属

性を考慮したものではなく分析結果を鵜呑みにす

ることはリスクがある。ビジネスに影響を与える大口、

優良顧客データに関しては十分配慮し、個別対応

が必要である。 

３）顧客満足度評価は長期的なトレンドとして捉え、

バランス･スコア･カード（ＢＳＣ），他の経営管理手

法に見られる、顧客の視点からの一つの管理指標

と見るべきである。 

４）セールス･サービス活動は関係性ワークショップ

型マーケティングの方向性を目指すべきである。

ネット社会がもたらす価格面のコモディティ化傾向

に対する差別化、コアコンピタンスへの選択と集中

の戦略・方向性からも有効である。 

５）ワークショップ型マーケティングにおけるセール

ス・サービス活動の情報は共有化されて、価値連

鎖を引き起こす。 

６）営業日報、顧客データベース、提案・導入実績

データベース等の情報共有化と活用は日常活動

の生産性向上に寄与し、新しい情報と融合されて

ビジネスの価値創造を生み、そのプロセスの精査･

トレーニングを繰り返すことによって知識経営に進

化する。 

顧客満足度活動は単なる管理指標に止めること

なく顧客の視点からの発想に変え、プロセスイノベ

ーション、組織の学習と知識装備の向上を図る経

営管理の仕組みとして位置付け、長期的良好な信

頼関係を築くセールス・サービス活動が今後重要

となる。 
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